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国際機関・他ドナーとの連携
多様な事業とパートナーシップ

国際連携で開発インパクトを最大化  

　気候変動、感染症、地政学的対立などの複合的な危
機により、開発途上国の課題はますます複雑化し、単独
の国・機関だけでは解決が難しくなっています。開発援
助機関がそれぞれの強みを生かし、それぞれの知見や
ネットワークを活用し合いながら、協調して課題の解決
に取り組むことがますます重要になっています。また、
2023年6月に改訂された開発協力大綱でも、共創と連
帯の重要性が強調されています。

JICAでは、国連、世界銀行やアジア開発銀行などの
国際金融機関、先進国・新興国の開発援助実施機関、民
間財団、NGOなどを地球規模課題に取り組むパートナー
と捉え、政策対話や事業実施面で協調を進めています。
こうした協調の具体例として、フィリピンでJICAは

ADBとの協調融資により鉄道を整備し、マニラの渋滞緩
和に貢献しています。ウクライナおよび周辺国への支援
では、欧州復興開発銀行（EBRD）などと主に民間セク
ターの投資促進を目指し開発金融機関の連携を強化す
る投資プラットフォーム業務協力協定を締結しています。
　また、長年にわたりJICAが協力を行ってきた国と協
力して第三国への支援を行う、南南協力・三角協力も進
めています。例えば、ウクライナの地雷除去を目的に、

2023年12月にスイスのジュネーブで開催されたグローバル難民フォーラムのハイレベルイベント。JICA理事長より、人道と開発と平和の連携（HDPネクサス）の重要性について呼び掛けた

カンボジア地雷対策センター（CMAC）と協力して、カン
ボジアで培った地雷除去技術をウクライナへ移転する活
動を進めています。紛争国・地域では、国際機関と連携
してJICAによる開発支援を推進しています。ケニアで
は国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）の協力を得て、
カクマ難民キャンプなどの給配水システムに関する調査
を開始し、今後JICAから専門家を派遣するなど、事業
実施レベルでの協調を進めていきます。

開発協力における国際潮流への貢献
JICAは、国際的な規範やルールを形成する場で積極
的な発信を行い、JICAの知見や考え方の共有を図って
います。2023年12月にジュネーブで開催されたグロー
バル難民フォーラムでは、長期化した難民の避難状況
への対応と人道・人権危機の予防のためには、人道支援
だけでなく、開発協力や平和構築に携わるアクターがそ
れぞれの強みを生かし、相互補完的に協力していく重要
性を訴えるなど、「人道と開発と平和の連携（HDPネクサ
ス）」の潮流づくりにも取り組んでいます。
　複雑化する開発課題に対処していくためにも、国際的
な議論に参画し、JICAの取り組みや知見を積極的に発
信することで開発協力の質の向上に貢献していきます。
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